
第1部 取組等発表

１ 国の動向、東京都の現状

東京都教育庁指導部指導企画課
部活動振興担当

令 和 ７ 年 ８ 月 ２ 日 （ 土 ）未来へ つなぐ 部活動改革

部活動改革シンポジウム
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- 部活動の地域連携・地域移行について -
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部活動の新しい形

地域移行

地域クラブ活動

区市町村、クラブ、
企業、大学、教室等

連携

地域連携

学校教育の一環として、学校の責任下で行われる
活動を指しており、部活動指導員や外部指導者と
いった地域の方々に参画いただいたり、複数の学校
で合同練習を行い、子供の活動の機会を確保する
こと

社会教育の一環として捉えることができ、また、スポーツ
基本法や文化芸術基本法上の「スポーツ」「文化芸術」
として位置づけられるもので、学校ではなく、地域の様々
な団体が運営団体・実施主体として、子供の活動の機会
を確保すること

学校で運営・実施

学校部活動

地域の
専門的な指導者

※まずは休日から実施

地域の多様な団体で運営・実施



◆ 平成30年３月
「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」   

◆ 平成30年12月
「文化部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」
◆ 令和２年９月
「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革」通知

◆ 令和４年12月
「学校部活動及び地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」

◆ 令和６年８月
地域スポーツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行会議 ４回開催
→ 地域スポーツクラブ活動ワーキンググループ ６回開催
→ 地域文化芸術活動ワーキンググループ ６回開催

◆ 令和６年12月
中学校、高等学校、特別支援学校の学習指導要領解の一部改訂
◆ 令和7年5月
地域スポーツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行会議 最終とりまとめ

◆ 令和７年６月
スポーツ基本法及びスポーツにおけるドーピングの防止活動の推進に関する法律の
一部を改正する法律案

◆ 令和７年６月
  部活動の地域展開・地域クラブ活動の推進等に関する調査研究協力者会議
◆ 令和７年冬頃
  「総合的なガイドライン」改訂予定

国の動向 - 部活動改革のこれまでの経緯・今後の予定 -
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令和６年12月 文部科学省
中学校、高等学校、特別支援学校の学習指導要領解説の一部改訂

国の動向 - 学習指導要領解説の一部改訂 -
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令和７年５月

「地域スポーツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行会議」最終とりまとめ

国の動向 - 実行会議 最終とりまとめ -
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国の動向 - 実行会議 最終とりまとめ -

令和７年５月

「地域スポーツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行会議」最終とりまとめ
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＜地域クラブ活動において実現が期待される新たな価値の例＞

◆ 生徒のニーズに応じた多種多様な体験（１つの競技種目等だけに専念するのでなく

複数の競技種目等に取り組むマルチスポーツや、スポーツと文化芸術の融合、レクリエー

ション的な活動や柔軟なルール等に基づく多様な活動を含む）

◆ 生徒の個性・得意分野等の尊重

◆ 学校等の垣根を越えた仲間とのつながり創出

◆ 地域の様々な人や幅広い世代との豊かな交流

◆ 適切な資質・能力を備えた指導者による良質な指導

◆ 学校段階にとらわれない継続的な活動・（引退のない継続的な活動）及び地域クラブ

の指導者による一貫的な指導 等

国の動向 - 実行会議 最終とりまとめ -

令和７年５月

「地域スポーツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行会議」最終とりまとめ



将来にわたって生徒が継続的に

スポーツ・文化芸術活動に親しむ機会を確保・充実

国の動向 - 部活動改革について -
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改革を実現するための手法を考える際には、

学校における働き方改革の推進

地域全体で関係者が連携して支え、

生徒の豊かで幅広い活動機会を保障
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令和７年６月
スポーツ基本法及びスポーツにおけるドーピングの防止活動の推進に関する法律の一部を改正
する法律案

国の動向 - スポーツ基本法 -

（中学校の生徒が継続的にスポーツに親しむ機会の確保）

第17条の2
地方公共団体は、中学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の
前期課程及び特別支援学校の中学部を含む。以下この項において同じ。）
の生徒の数の減少及びこれに伴う中学校の部活動の実施に係る状況を踏
まえ、中学校の生徒が継続的に多様なスポーツに親しむことができるよう、
地域の実情に応じて、学校、住民が主体的に運営するスポーツ団体（第二
十一条及び第二十二条第一項において「地域スポーツクラブ」という。）そ
の他の団体との緊密な連携の下に、中学校の生徒が地域においてスポー
ツに親しむ機会を確保するために必要な施策を講ずるよう努めなければな
らない。

２ 国は、地方公共団体に対し、前項の施策の円滑な実施のために必要
な助言、指導、経費の補助その他の援助を行うよう努めるものとする。



〇 調査実施時期

令和６年11月から12月

〇 調査対象校

中学校606、義務教育学校後期課程10、中等教育学校6、特別支援学校（中学部）59

運動部活動 文化部活動

設置数 約4,400部 約3,000部

休日に活動している
部活動

89.9％ 28.2％
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東京都の現状 - 中学校等の現状について -

◆ 令和６年度「部活動実施状況調査」

◆ 設置数
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東京都の現状 - 中学校等の現状について -

少子化の進行により学校単位の部活動の存続が困難

東京都公立中学校生徒数の推計「中学校全学年」（令和６年度 教育人口等推計報告書） 11

約５万人減少



東京都の現状 - 中学校等の現状について -

令和６年度「部活動実施状況調査」（東京都教育委員会） 12

49.5%

48.5%

50.5%

51.5%
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運動部活動

文化部活動

専門的な技術指導ができる 専門外専門的な技術指導ができる

◆ 顧問教員の専門性について



１ 策定の目的

令和５年度から令和7年度までの改革推進期間における取組の展望を

明らかにし、都内公立中学校等の休日等における部活動の地域連携・地

域移行を推進することを目的として策定する。

２ 推進目標

令和６年３月
東 京 都

令和７年度末までに、都内全ての公立中学校等で、地域や学校の実態

に応じ、地域連携・地域移行に向けた取組が行われていることを目指すと

ともに、休日に教員が部活動の指導に携わる必要がない環境の構築を、

段階的かつ可能な限り早期に実現していく。
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東京都の現状 - 「推進計画」について -



４ 取組の方向

◆ スポーツ・文化芸術団体等と連携し、学校と地域が協働・融合した形
で、関係者間の連絡体制の構築や指導者を確保
◆ 東京都は、休日の学校部活動の段階的な地域連携・地域移行を進め、
区市町村の進捗に対して適切に助言
◆ 都立中学校等における一部の部活動において、先行的に地域連携・
地域移行を推進、その成果を区市町村に発信

令和６年３月
東 京 都

３ 現状

◆ 部活動の指導や運営を負担に感じている教員は約76％
◆ 自分の専門の部活動について、休日に指導や運営に携わりたくない
教員は約72％
◆ 令和６年度、都内全62地区において、地域連携・地域移行に関する
計画等を策定
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東京都の現状 - 「推進計画」について -



令和６年３月
東 京 都東京都の現状 - 「推進計画」について -
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